神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定要綱
（目的）
第１条　この要綱は、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成18年３月14日厚生労働省令第34号。）第97条第７項及び「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成18年３月14日厚生労働省令第36号。）第86条第２項の規定に基づく認知症対応型共同生活介護（以下「地域密着型サービス」という。）の外部評価に関し、外部評価の評価機関（以下「評価機関」という。)の選定等の具体的事項を定め、地域密着型サービスの外部評価の普及・定着に資することを目的とする。
（選定の申請）
第２条　評価機関としての選定を受けようとする法人は、「神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定申請書(以下「評価機関選定申請書」という。)」（様式１）に必要な書類を添付して申請を行うものとする。
（選定の通知）
第３条　県は、前条の申請に対して、別表１で定める選定要件により審査し、選定を決定した場合は「神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定通知書」（様式２）を、選定しないことを決定した場合は「神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関不選定通知書」（様式３）を交付する。
２　県は、評価機関を選定したときは、当該評価機関の名称、連絡先、評価手数料、評価調査員の数等の情報を、県内の認知症対応型共同生活介護事業所に通知する。
（変更の届出）
第４条　評価機関は、評価機関選定申請書の記載事項及び申請書に添付した書類の内容に変更が生じた場合は、変更の事由が発生した日から３０日以内に、「神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定時申請内容変更届」（様式４）に必要書類を添付し、変更内容を届け出るものとする。
（廃止の届出）
第５条　評価機関は、評価事業を廃止しようとするときは、事業終了の３か月前までに「神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関廃止届」（様式５）に廃止の理由を付して届け出るものとする。
（選定の取消）
第６条　県は、選定した評価機関が次の各号に該当するおそれがある場合、評価機関に対し書類の提出を求め、職員から状況を聴取し、又は必要な調査を実施し、評価機関としての要件を欠く事実を確認した場合は、期限を付して当該事実の確認を求め、是正されない場合は選定の取消の決定をする。

（１）　別表１に規定する選定要件のいずれか一つが欠けた場合

（２）　公正中立な立場で評価を行う評価機関として、次のふさわしくないと認められる状況が生じた場合
ア　評価の信頼性を損なうような評価を行うこと
イ　事業者から評価手数料とは別に金品を受け取ること
ウ　評価契約に反する行為を行うこと
エ　法令に違反する行為を行うこと
オ　上記各号と同等と県が認めること
２　県は、評価機関の選定を取消した場合は、当該評価機関に対して「神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定取消通知書」（様式６）により通知する。
（報告等）

第７条　評価機関は、次の各号について県に報告することとする。

（１）　前月の外部評価の実績

（２）　前年度の外部評価の実績

（３）　前年度の収支状況

２　前項の報告の様式及び期限については、県が別に定める。

（その他）
第８条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。
附　則
　この要綱は、平成１５年７月１日から施行する。
　この要綱は、平成１７年９月２１日から施行する。
　この要綱は、平成１９年２月１５日から施行する。

　この要綱は、平成２１年９月１日から施行する。

　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

 　　  この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
様式１

　　年　　月　　日

神奈川県知事　殿

申請者　（所在地）（〒　　－　　　）

　　　　

（法人名）

　　　　（代表者名）　　　　　　　　印

神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定申請書

神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定要綱第２条の規定により、神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関としての選定を受けたいので次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　外部評価を実施する部署・連絡先等

	申請団体名
	フリガナ
	

	
	名称
	

	
	所在地
	（〒　-　　）

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	代表者の
役職名・氏名
	役職名
	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	
	
	
	氏名
	

	外部評価

事業に係る

連絡先


	担当部署名
	

	
	外部評価事業を

実施する部署の

所在地
	

	
	担当者の役職名

・氏名
	役職名
	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	
	
	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	メールアドレス
	


２　添付資料

(1)　法人の定款等

(2)　法人の登記事項証明書

(3)　法人の資産目録（貸借対照表）

(4)　事業計画書及び事業概要（パンフレット等）

　　 ※過去に評価や調査の実績がある場合は、実績のわかるものを添付してください。

(5)　収支予算書

(6)　評価手数料及びその算定根拠

(7)　評価調査員名簿

　　　＜評価調査員名簿：別紙１－１＞

(8)　評価審査委員会の委員名簿及び各委員の就任承諾書

(9)　委員が団体等の職員である場合は、所属長の就任承諾書

(10)　外部評価実施要領

(11)　認知症対応型共同生活介護事業所との間で締結する契約書のひな型

(12)　苦情窓口

　　　＜苦情窓口：別紙１－２＞

(13)　組織図及び役員・職員名簿

　　　＜役員名簿：別紙１－３＞＜職員名簿：別紙１－４＞

(14)　外部評価に係る守秘義務規程及び評価調査員の倫理規程等

＜別紙１－１＞

選定番号  :                        

評価機関名:                        

評価調査員名簿

	
	氏　　　名
	評価調査員養成研修受講歴

	
	
	評価調査員新規養成研修
	ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修

	
	
	研修機関名
	研修修了年月日
	修了年月日（直近）

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	

	6
	
	
	
	

	7
	
	
	
	

	8
	
	
	
	

	9
	
	
	
	

	10
	
	
	
	

	11
	
	
	
	

	12
	
	
	
	

	13
	
	
	
	

	14
	
	
	
	

	15
	
	
	
	


＜別紙１－２＞

選定番号  :                        

評価機関名:                        

外部評価に係る苦情相談窓口

	
	記入欄

	フリガナ
	

	苦情相談担当者氏名
	

	受付時間
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	備　　考
	


＜別紙１－３＞

選定番号  :                        

評価機関名:                        

評価機関役員名簿

	
	氏　名
	役職名
	現　職
	備　考

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	10
	
	
	
	


＜別紙１－４＞

選定番号  :                        

評価機関名:                        

評価機関職員名簿

	
	氏　名
	所属
	職名
	勤務形態（常勤・非常勤）
	備　考

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	


様式２

第　　　　　　　号

　　　　年　　月　　日

殿

神奈川県知事　　　　　　　　　　印

神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定通知書

　　年　　月　　日付けで申請のありました神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関については、神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定要綱第３条の規定に基づき審査した結果、貴法人を外部評価機関として、次のとおり選定しましたので通知します。

	選定評価機関名
	

	所在地
	（〒　－　　　）

	代表者氏名
	

	選定番号
	

	選定決定日
	


様式３

第　　　　　　　号

　　　　年　　月　　日

殿

神奈川県知事　　　　　　　　　　印

神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関不選定通知書

　　年　　月　　日付けで申請のありました神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関については、神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定要綱第３条の規定に基づき審査した結果、貴法人を不選定としましたので通知します。

様式４

　　年　　月　　日

神奈川県知事　殿

申請者　（所在地）（〒　　－　　　）

　　　　

（法人名）

　　　　（代表者名）　　　　　　　　印

神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定時申請内容変更届

神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定要綱第４条の規定により、神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定時の変更について、次のとおり関係書類を添えて申請します。

	評価機関名
	

	変更事項
	

	変更内容
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更理由
	

	変更年月日
	


　　※　変更内容に係る書類を添付してください。
様式５

　　年　　月　　日

神奈川県知事　殿

申請者　（所在地）（〒　　－　　　）

　　　　

（法人名）

　　　　（代表者名）　　　　　　　　印

神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関廃止届

神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定要綱第５条の規定により、神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関について、次のとおり廃止を届け出ます。

	評価機関名
	フリガナ
	

	
	名称
	

	
	所在地
	（〒　-　　）

	廃止年月日


	　　

	廃止の理由


	


　　

様式６

第　　　　　　　号

　　　　年　　月　　日

殿

神奈川県知事　　　　　　　　　　印

神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定取消通知書

神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定要綱第６条の規定に基づき調査及び審査した結果、神奈川県認知症対応型共同生活介護の外部評価機関の選定を取消しましたので通知します。

別表１（評価機関の選定要件）

１　法人格を有していること。
２　次の要件を満たす評価調査員を、必要数確保していること。

（１）評価調査員としての要件
　（ア）県又は県知事が指定した研修機関(以下「指定研修機関」という。)が実施する評価調
　　　査員養成研修を修了している者
　（イ）他の都道府県又は他の都道府県が指定する研修機関において実施された評価調査員養
　　　成研修を修了した者
（２）次の事由に該当しないこと。
　（ア）地域密着型サービス事業所を運営している者
　（イ）地域密着型サービス事業所に勤務している者
　（ウ）地域密着型サービス事業所で組織される団体の役職員
なお、評価機関は、現に従事している評価調査員に対し、指定研修機関が実施するフォローアップ研修を受講させるよう努めなければならない。

３　次の者を構成員とした評価審査委員会を設置していること。

（１）認知症介護に関する学識経験者

（２）認知症対応型共同生活介護事業者

（３）認知症高齢者等の家族の代表者

（４）その他

なお、評価審査委員会は、別表２の６（４）の場合のほか、１年に１回を目途として定期的に開催され、評価事業について報告を受け、その内容について意見を述べ、評価事業の運営の適正化を図るものであること。

４　評価結果について、独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉保健医療情報ネットワークシステム（ＷＡＭＮＥＴ）」及び公益社団法人かながわ福祉サービス振興会が運営する「かながわ福祉情報コミュニティ」に掲載して公表することとしていること。
　　また、当該手続を行う担当者が配置されていること。

５　次に掲げる規程等を定め、それらに基づいて適切に業務が行われる体制となっていること。

（１）評価依頼の受付、評価手続、評価審査委員会の手続、ＷＡＭＮＥＴ及びかながわ福祉情報コミュニティによる情報公開等を盛り込んだ外部評価実施要領

（２）外部評価の実施に関し、評価を受けようとする事業者との間で締結する契約書の参考例

（３）料金表

（４）守秘義務に関する規程

（５）評価調査員の倫理規程

（６）評価に対する異議や苦情の申立窓口及び責任者の設置に関する規程

６　次に掲げる事項を開示していること。

（１）５の規程等

（２）評価調査員の一覧（評価調査員の氏名、経歴、研修受講歴を含む）

（３）評価事業の実績一覧

７　次の事由に該当しないこと。

（１）当該法人が自ら地域密着型サービス事業所を設置・運営していること。

（２）当該法人の理事会等の構成員の多数が、地域密着型サービス事業者又は地域密着型サービス事業所の従業者によって占められていること。

（３）外部評価を行う上で、十分な資金計画が立てられていないなど、安定的な事業運営の可能性に疑義があること。

（４）その他県が不適当と認めること。

８　別表２に定める評価手法に基づき評価を行うこと。

９　評価結果等の報告内容を県が取りまとめて公表することを承諾すること。
別表２（評価手法）
１　外部評価項目について

　評価機関は、「自己評価及び外部評価項目(別添１)」の項目により評価を行う。
２　外部評価の構成

　

外部評価は、複数の評価調査員により実施された「書面調査」及び「訪問調査」の結果を総合したうえで、評価機関として決定する。

なお、認知症対応型共同生活介護事業所が複数の共同生活住居（以下「ユニット」）により構成されている場合については、特別な事情がある場合を除き、以下の評価手続は、ユニットごとに実施し、最終的な評価は事業所全体として決定する。

３　外部評価に係る契約と評価手数料の受領について

評価機関は、地域密着型サービス事業者から外部評価の依頼を受け、所定の手続に基づき契約を締結し、評価手数料を受領する。

４　書面調査について

評価機関は、書面調査（「現況調査」及び「自己評価調査」）を行うため、契約を締結した地域密着型サービス事業者から次の書類の提出を求める。

（１）事業所の運営概要が分かる書類

　　　（例：運営規程、利用契約書、重要事項説明書、パンフレット等）

（２）事業所のサービス提供概要が分かる書類

　　　（例：介護計画書・業務日誌の様式、職員勤務時間表、食事内容の記録等）

（３）自己評価及び外部評価結果（別添２）

　　　複数のユニットにより構成される認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、ユニットごとに作成したもの

なお、認知症対応型共同生活介護事業所が複数のユニットにより構成されている場合については、当該様式の事業所概要等の記入欄は、一つめのユニットのものに記入する。

（４）利用者家族等アンケート用紙（別添５）

　　　利用者家族等アンケート用紙は、事業所を通じて利用者の家族に配付し、回収は、評価機関が、直接行う。

（５）その他必要と認められる書類

　　　（例：運営推進会議の議事録等）

５　訪問調査について

（１）訪問調査

訪問調査は、書面調査を実施した後に、複数の評価調査員が事業所に訪問し、「自己評価及び外部評価項目（別添１）」における外部評価項目（以下「外部評価項目」）について調査を行うことにより実施する。

訪問調査は、原則として１日間とし、当該事業所の運営状況の概要等について評価調査員全員が管理者等から説明を受けた後、現状の確認及び所定の評価項目に関する状況の調査を行う。

（２）評価調査員の数

複数の評価調査員の数は、原則として次のとおりとし、うち１名を主となる評価調査員（主任評価調査員）として位置付けることとする。

認知症対応型共同生活介護事業所（１～３ユニット）　２名

認知症対応型共同生活介護事業所（４ユニット）　　　４名

（３）訪問調査の終了

所定の調査作業を終了した後に、管理者等を交えて全体的な総括と確認を行い、訪問調査を終了する。

（４）市町村等への通報

評価調査員は、緊急を要する事項（明らかな指定基準違反により、利用者に対するサービスの質が著しく低下している場合等）を確認した場合、評価機関を通じて、県及び市町村へ通報するなどの適切な対応を行うこととする。

６　評価結果の決定について

（１）調査報告書の提出

主任評価調査員は、書面調査及び訪問調査の結果を総合的に判断し、外部評価項目について、訪問調査を行った評価調査員全員の合意により、事業所ごとの評価を行い、遅滞なく「自己評価及び外部評価結果（別添２）」を評価機関に提出する。

　なお、認知症対応型共同生活介護事業所が複数のユニットにより構成されている場合については、一つめのユニットの「自己評価及び外部評価結果（別添２）」に外部評価を記入する。

（２）事業所への報告書の送付及び意見の提出期限の告知

評価機関は、（１）の提出を受けた時は、当該事業所に対して、当該評価結果の写しを送付し、評価結果が決定するまでの流れを説明したうえで、評価機関が定める日までに、評価に対する意見を申し出ることができる旨を告知する。

（３）評価結果の決定

評価機関は、事業所に告知した日を経過した場合、又は事業所が評価結果について合意した場合には、評価機関としての評価結果を決定する。

事業所から（２）の意見があった場合は、これを参酌して（１）の評価結果の内容を検討し、評価機関としての評価結果を決定する。

（４）評価審査委員会の開催

評価機関は、（１）の評価結果の内容又は（３）の事業所からの意見の内容について専門的な観点から審査を行う必要があると判断した場合には、評価審査委員会を開催して意見を求め、その審査意見を踏まえて評価結果を決定する。

７　評価結果の通知等

評価機関は、評価結果を決定した後、事業所に対して評価結果を通知し、「サービス評価の実施と活用状況（別添４）を用いて事業所の運営推進会議に対して説明を行うこと等、評価結果の活用方法について助言を行う。

８　目標達成計画の回収等

評価機関は、評価結果を通知した後、事業所に対して「目標達成計画（別添３）」の提出を求め、事業所が「自己評価及び外部評価結果（別添２）」及び「目標達成計画（別添３）」を市町村に提出したことを確認する。

９　評価結果の公開

評価機関は、評価結果が市町村に受理されたことを確認した後、「自己評価及び外部評価結果（別添２）」及び「目標達成計画（別添３）」を独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉保健医療情報ネットワークシステム（ＷＡＭＮＥＴ）」及び公益社団法人かながわ福祉サービス振興会が運営する「かながわ福祉情報コミュニティ」に掲載することとする。

１０　アンケート調査

評価機関は、訪問調査の方法等に関する意見及び外部評価を受けた後の当該事業所の感想等を把握するため、評価結果を通知する際に、「評価実施後アンケート」を当該事業所に依頼することができる。

